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指定管理者制度の概要 

 

１ 制度の趣旨 

多様化する住民ニーズにより効果的、効率的に対応するため、公の施設の管理に民

間の能力を活用しつつ、住民サービスの向上を図るとともに、経費の節減等を図るこ

とを目的とします。 

 

２ 制度の概要 

平成 15 年９月２日に施行された地方自治法の一部を改正する法律により、従前の

「管理委託制度」に代わる制度として新たに「指定管理者制度」が導入され、公の施

設の管理の委託に関する制度が大幅に改められました。この制度改正により、これま

で公共団体や公共的団体、地方公共団体の出資法人等に限定されていた公の施設の管

理運営について、株式会社等の民間事業者も行うことが可能となりました。 

 

⑴ 管理委託制度との比較 

区   分 管理委託制度 指定管理者制度 

委 託 対 象 者 ・公共団体（土地改良区等）、公

共的団体（農業協同組合、自

治会等）及び市の出資法人

（1/2 以上出資等）に限定 

・法人その他の団体（法人格は

必ずしも必要ではない。ただ

し、個人は除く。） 

 

委 託 方 法 ・個々の設置・管理条例で委託

先を明記し、その条例を根拠

に委託契約を締結する。 

・条例で定める指定管理者の指

定の手続方法に基づき、委任

先を選定し、議会の議決を経

て、指定管理者として指定（行

政処分）する。 

・市と管理受託者との関係は、

「委託」⇔「受託」という法

律・条例に根拠を持つ公法上

の契約関係となる。 

・市と指定管理者との関係は、

管理代行（委任）という形で、

契約関係とは異なる概念で捉

えられている。 

管 理 権 限 ・設置者たる市が保有 ・施設の管理権限を指定管理者

に保有させることができ、行

政処分に該当する利用許可も

行わせることができる。ただ

し、使用料の強制徴収、不服

申立てに対する決定、行政財

産の目的外使用許可等につい 
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  ては、指定管理者に行わせる

ことはできない。 

条例規定事項 ・委託の基本的事項 

委託事務の内容、委託の相手

方、経費の支払に関すること

など 

・指定の手続 

申請の方法、選定の基準等 

・管理の基準 

休館日、開館時間、使用許可

の基準、使用制限の要件等 

・業務の範囲 

施設・設備の維持管理、使用

許可などの具体的範囲 

委 託 期 間 

（指定期間） 

 

・条例で規定する委託先につい

ては、年度ごとの単年契約 

・施設の設置目的や実情を勘案

して市が適切な指定期間を定

めることとなる（指定期間は

３年～５年の予定、期間満了

後の再指定は可）。 

【経過措置】 

指定管理者制度の導入にあたり、改正前の地方自治法により管理委託していた施

設については、平成 18 年９月１日（施行後３年以内、改正法は平成 15 年９月２日

施行）まで委託のままで管理できる経過措置が置かれた。 

 

⑵ 補足事項 

① 指定管理者制度においても、従前の管理委託制度の場合と同じように、利用料

金を指定管理者の収入として収受させることができます。 

② 指定管理者には、毎年度終了後に市へ事業報告書を提出することが義務付けら

れています。 

③ 市は、指定管理者に対して、当該管理の業務又は経理の状況に関し報告を求め、

実地について調査し、又は必要な指示をすることができるものとされ、指定管理

者がその指示に従わない場合など、管理を継続することが適当でないと認めると

きは、その指定を取り消し、又は期間を定めて管理の業務の全部又は一部の停止

を命ずることができます。 

 

３ 公の施設について 

⑴ 公の施設の定義 

公の施設とは、地方自治法第 244 条第１項において、「住民の福祉を増進する目的

をもってその利用に供するための施設」と定義されており、主に次の要件を満たす

ものをいいます。 
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   ① 住民の利用に供するためのもの 

   ② 住民の福祉を増進する目的をもって設けるもの 

   ③ 地方公共団体が設けるもの 

   ④ 施設であること 

⑵ 公の施設の設置状況（令和７年４月１日現在） 

○社会福祉施設（９施設） 

老人福祉施設（8）、祖父江ふれあいの郷 

○児童福祉施設（133 施設） 

保育園（15）、児童館（2）、児童センター（8）、児童遊園（48）、ちびっこ広場（8）、 

地区広場（42）、児童クラブ室（6）、ひまわり園（障害児施設）、 

子育て支援センター（3） 

○衛生施設（21 施設） 

保健センター（2）、環境センター（ごみ処理施設）、祖父江斎場、祖父江霊園、 

公衆便所（2）、平和浄化センター、農業集落排水施設（10）、 

コミュニティ・プラント施設、上水道、下水道 

○体育施設（19 施設） 

球技場（市民球場、福島野球場、須ヶ谷グランド、六輪グランド、 

六輪テニスコート、奥田公園テニスコート）、陸上競技場、市営プール（3）、 

体育館（3）、武道館、弓道場、東部体育センター、 

祖父江の森（温水プール、テニスコート、多目的運動場） 

○教育関連施設（46 施設） 

小中学校（32）、公民館（7）、美術館、図書館（3）、学校開放センター、 

適応支援教室（2） 

○公園（67 施設） 

都市公園（64）、歴史公園（3） 

○会館（６施設） 

市民会館、勤労福祉会館、産業会館、平和らくらくプラザ、 

平和町農村環境改善センター、祖父江生涯学習センター 

○診療施設（１施設） 

市民病院 

○その他（７施設） 

市営住宅（4）、稲沢駅東西自由通路、道路、河川 

 

計３０９施設 
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４ 制度の導入状況（令和７年４月１日現在） 

公の施設の名称 指定管理者の名称 指定の期間 

平和町農村環境改善センター コニックス株式会社 
５年 

（令和３年４月１日 

～令和８年３月 31 日） 

平和らくらくプラザ 
日本水泳振興会・ 
三菱電機ライフサー

ビスグループ 

３年 

（令和５年４月１日 

～令和８年３月 31 日） 

平和浄化センター 
株式会社日本管財環

境サービス 

３年 
（令和５年４月１日 

～令和８年３月 31 日） 

ひまわり園（障害児施設）※ 
社会福祉法人 
稲沢市社会福祉協議会 

３か月 

（令和７年４月１日 

～令和７年６月 30 日） 

祖父江ふれあいの郷 コニックス株式会社 

５年 

（令和６年４月１日 

～令和11年３月31日） 

老人福祉センターさくら館 
社会福祉法人 
稲沢市社会福祉協議会 

千代田老人福祉センターしいのき館 

明治老人福祉センターけやき館 

産業会館 稲沢商工会議所 

祖父江斎場 
名古屋特殊自動車・ 
邦英商興グループ 

市民球場 

三幸株式会社 

福島野球場 

陸上競技場 

奥田公園テニスコート 

東部体育センター 

武道館 

弓道場 

祖父江の森 

（温水プール、テニスコート、 

多目的運動場） 

株式会社愛知スイミ

ング 

勤労福祉会館 一般財団法人 
稲沢市文化振興財団 総合体育館 

市民会館 
一般財団法人 
稲沢市文化振興財団 

祖父江町体育館 特定非営利活動法人
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祖父江老人福祉センターいちょう館 
祖父江地区体育振興

会連絡協議会 

平和町体育館 

特定非営利活動法人 
平和地区体育振興会 

球技場 

（須ヶ谷グランド、六輪グランド、 

六輪テニスコート） 

計１４組２９施設 

※令和７年７月１日から、ひまわり園を移転し児童発達支援センターとして設置する予定

です。 


